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４．マレーシア  

４．１ 複数意匠一括出願制度 

 ジュネーブ改正協定ではロカルノ国際意匠分類の同一メインクラスに属する

意匠であれば、一つの出願に 100 までの意匠を含めることを認めている（第 5

条（4）、規則 7(3)(v)、(7)）。締約国は、第 13 条(1) （意匠の単一性に関する特

別要件）に基づいて宣言を行うことにより、同じ出願の対象とできる意匠とし

て、意匠の単一性、製品の単一性もしくは使用の単一性の要件に合致すること、

又は同一の組み（set）若しくは品目の構成に属すること、又は一の独立かつ区

別性のある意匠のみが単一の出願において出願できることを要求することがで

きる。 

 

 マレーシアの法令は、同一分類に属する複数の意匠が一件の出願を構成する

ことを認めており（意匠法第 15 条）、ジュネーブ改正協定と同様である。同一

出願内の意匠間で創作者が異なる場合や、同一出願のうち一部の意匠に拒絶理

由が存在する場合の取り扱い、出願様式、記録するデータベースの構造の点で

問題がなければ、マレーシアのジュネーブ改正協定加盟に際しての障壁とはな

らないものと思料する。 

 

４．２ 公開繰り延べ制度 

 ジュネーブ改正協定では、指定締約国の法令が出願の公開日の繰り延べを規

定している場合、国際出願時に出願人が申請することにより、出願日又は優先

権が主張されている場合は優先日から最大 30 カ月まで公開を繰り延べること

ができる（第 11 条、第 16 規則）。 

 

 マレーシアでは公開を繰り延べる制度が無いので本制度を導入するべく制度

を改正するか、適用除外の宣言を行うかを検討する必要があるだろう。 

 

４．３ 拒絶通報期間 

 ジュネーブ改正協定では、締約国が当該国を指定する国際登録の効果の拒絶

を国際事務局へ通報できる期間は、原則として国際登録から 6 カ月間である。

通報には拒絶理由の基礎となるすべての根拠を挙げなければならない。しかし、

締約国が実体審査をしているか又は法令により異議申立を認めている場合、宣

言によりこの期間を 6カ月に代えて 12カ月にすることができる。当該締約国は、

この期間内に国際出願の実体審査又は異議申立の審査を完了し、その決定を国

際事務局に通報しなければならない。（第 12 条、第 18 規則） 

 

 MyIPO からのアンケート調査及びヒアリング調査の回答によれば、マレーシ

アでは、法令に規定はないが、運用として方式審査の後に出願全件に対する先

行意匠調査とともに新規性の審査が行われている。しかし、その先行意匠調査

の範囲は、基本的にマレーシア国内の登録意匠の範囲であることから、マレー
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シアが第 1 条(xvii)に基づく実体審査国と認められ、共通規則 18(1)(b)に基づく

拒絶通報期間の延長を宣言する根拠とできるか国際事務局と議論する必要があ

る可能性がある。 

 

４．４ 秘密の写しの受理 

 ジュネーブ改正協定では、国際登録の効果の拒絶は締約国官庁より国際事務

局へ定められた期間内に通報されなければならない（１．３参照）。国際事務局

への通報により締約国が国際登録の秘密の写しの受理を希望した場合は、同国

を指定する意匠出願について国際登録後直ちに秘密の写しを受理することがで

きる（第 10 条）。 

 秘密の写しの受理の通報により指定国官庁は国際公開前に実体審査を開始す

ることができる。もし、出願人が国際公開前に出願を取り下げ、又は、指定を

取り下げた場合、秘密の写しを基にした実体審査は無駄になる。一方、この通

報をしない場合、写しは国際公開後に配布されることになるため、指定国官庁

は国際公開後に実体審査を始めることとなる。 

 

 上記４．３の状況を考慮し、国際登録の秘密の写しの受理を希望することに

ついて、国際登録前に実体審査のための十分な期間を確保するために、国際事

務局に通報するか、検討する必要があるだろう。 

 

４．５ 新規性喪失の例外規定 

 ジュネーブ改正協定には「新規性喪失の例外」に関する明確な条項はないが、

国際登録は、各指定締約国において、その締約国の法令に基づき意匠の保護の

付与を求める正規になされた出願と少なくとも同一の効果を有する（第 14 条

(1)）。 

 

 マレーシアには新規性喪失の例外が意匠法第 12 条に規定されている。国内出

願に要求される手続を国際出願に対してどのように適用するか、その手続につ

いて検討する必要があるだろう。 

 

４．６ 意匠の表現物における保護を求めない部分への点線又は破線の使用 

 ジュネーブ改正協定には、いわゆる「部分意匠」を保護する明確な条項はな

いが、意匠の表現物には示されているが保護を求めない事項を、説明及び／又

は点線又は破線により示すことができる（共通規則 9(2)(b)、実施細則第 403 節）。 

 

 マレーシアでは、物品の特定の部分にのみ保護が適用される場合、保護を求

めない部分を点線で表示することが認められている（意匠出願ガイドライン

3.0(g)）。したがって、点線又は破線の使用はマレーシアがジュネーブ改正協定

に加盟する際の障害とはならないものと思われるが、法令又は規則に規定する

ことについても検討の余地があるだろう。 
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４．７ 関連意匠制度 

 ジュネーブ改正協定には、いわゆる「関連意匠制度」に関する条項が 2012 年

1 月より追加され、同制度を有する指定締約国は、基本出願、基本登録又は基本

意匠の参照番号を記入した国際出願を認めることができるようになった（実施

細則第 407 節）。 

 

 マレーシアでは関連意匠制度に類似した制度がある（意匠法第 23 条）。この

条項に基づいて登録された意匠の登録期間は本意匠の登録期間又は更新期間を

超えることはできない。この制度の国際出願への適用、及び国際出願同士の場

合、国際出願と国内出願の場合への適用について検討する必要があるだろう。 

 

４．８ 図面等の提出要件 

 ジュネーブ改正協定において締約国は、その出願が二次元の意匠又は製品の

場合は 1 図より多く、三次元の製品の場合は 6 図より多くの図を要求すること

はできない（第 9 規則）。 

個々の図のサイズや番号の付け方も実施細則により規定されている（実施細

則第 401 節～406 節）。 

 

 マレーシアの現行制度では、ジュネーブ改正協定と、写真又は図面の大きさ

に対する要求が異なっており（意匠出願ガイドライン 3.0）、上記の要求とジュ

ネーブ改正協定との関係について検討する必要があるだろう。 

 

４．９ 意匠の簡潔な説明及び請求の範囲 

ジュネーブ改正協定では、意匠の複製物又は意匠の独自の特徴についての簡

潔な説明を、意匠を特定する要素として含むことを要求する場合、及び権利と

して請求する範囲の記載を要求する場合、国際事務局にその旨を宣言する必要

がある（第 5 条(2)(b)(ii)、(iii)）。締約国が意匠の簡潔な説明や請求の範囲を求

めない場合でも、出願人の選択により、国際出願に簡易な説明を含むことがで

きる（共通規則 7(5)）。説明が 100 語を超える場合、追加の料金が課せられる。 

 

 マレーシアでは意匠の説明が開示要件に含まれていない（意匠規則）ことか

ら、当該要件がジュネーブ改正協定に加盟する際の障壁とはならないものと思

われる。 

 

４．１０ 見本による意匠の表現 

ジュネーブ改正協定に関する国際出願は、二次元の意匠に関して公開の繰り

延べが請求されている場合、共通規則 9 で参照される意匠の複製物の添付に代

えて、意匠の見本を添付することができる（共通規則 10）。締約国官庁は、国

際事務局に対し、官庁が国際出願に関連のある声明、文書、又は見本を伴う国

際登録の写しの受理を希望する旨を通報することができる（第 10 条(5)）。 
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 マレーシアには見本に関する規定があり（意匠規則 10(3)）、登録官は見本を

図面又は写真と代替することを要求できるとされている（意匠規則 10(4)）。見

本のサイズは各辺 20cm の立方体以内とされている。マレーシアが第 11 条(1)(b)

に基づく宣言を行わない場合（これはマレーシアが意匠の公開の繰り延べを規

定することになる）、マレーシアは見本を受け入れる必要があるが、見本のサイ

ズに関する要件を見直す必要がある。また、マレーシアは、見本を図面や写真

による表現と代替することを要求することを見直すことについて検討する必要

があるだろう。 

 

４．１１ 創作者名での出願書類提出要件 

 ジュネーブ改正協定では、意匠の保護を求める出願が意匠の創作者の氏名に

おいてされることを締約国の法令が要求する場合、その締約国は宣言によりそ

の旨及びその要件に従った手続を通報することができる（共通規則 8）。 

 

 マレーシアは、出願人と創作者が同一の場合はそのような陳述書、異なる場

合は出願人の権利を正当化する陳述書の提出を求めている（意匠規則 5(3)）。こ

の点について、マレーシアは、出願は創作者の名前で提出されなければならな

いという要件を通報するか、又は国内制度の要求を改正するか、について検討

する必要があるだろう。 

 

４．１２ 方式審査 

 ジュネーブ改正協定では、国際事務局は国際出願の方式要件を審査する。方

式要件が満たされる場合、国際出願は登録され、国際登録日から 6 カ月で公開

される（第 8 条、第 10 条）。 

 

 マレーシアの方式審査項目と国際事務局の方式審査の内容を調整することが

考えられるが、本調査研究で確認した範囲で、マレーシアのジュネーブ改正協

定に加盟する際の、特段の課題は発見されなかった。 

 

４．１３ 国際登録簿・ライセンス情報 

 ジュネーブ改正協定では、意匠の国際登録は国際事務局が管理する国際登録

簿に記録されるが、ライセンス情報、質権情報などは記録されない（第 16 条）。 

 

 マレーシアではライセンス契約は登録簿に記録することになっており（意匠

法第 30 条）、これに記録されないライセンス契約は効力を認められない。しか

し、国際登録簿はライセンス情報をもたないため、ライセンス契約の情報をど

のように取り込み登録簿に記録するか、又はライセンスに関する規定を見直す

か、検討する必要があるだろう。 
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４．１４ 存続期間 

 ジュネーブ改正協定では、存続期間を国際登録日から 15 年又は各指定締約国

の国内法が規定する存続期間がこれを超える場合はその最長の存続期間と規定

している（第 17 条）。 

 

 マレーシアの法令では、登録された意匠は 5 年間有効であり、5 年ごとに 2

回に亘る更新が可能である（意匠法第 25 条）ので、ジュネーブ改正協定と一致

している。 

 

４．１５ 国際出願・登録手数料 

 ジュネーブ改正協定では、国際出願料は(i)基本手数料、(ii)指定手数料、及び

(iii)公開手数料で構成される（追加の費用を要する場合もある）。基本手数料及

び公開手数料は、国際出願に含まれる意匠の数、ページ数、説明の語数で決定

される。指定手数料だけは指定する国によって決まる。実体審査を実施してい

ない官庁の締約国の指定手数料はレベル 1、新規性以外の内容について実体審査

を実施している官庁の締約国の指定手数料はレベル 2、職権により又は第三者に

よる異議申立てに従い行う新規性に関する実体審査を含め、実体審査を行う官

庁の締約国の指定手数料はレベル 3 としている（第 7 条、共通規則 12）。審査

官庁は宣言により標準指定手数料を個別指定手数料と置き換えることができる

が、自国で徴収している料金を超えてはならない。さらに、審査官庁は、宣言

により、個別指定手数料を 2 分し、初めの部分を国際出願時の支払いとし、後

の部分を関連締約国の法に従って決定される後日の支払いとすることができる

（第 1 条(xvii)、第 7 条、共通規則 12）。 

 

 マレーシアでは、書面での出願であれば 500 リンギット（MYR)、電子出願の

場合は 480MYR、及び図面あたり 200MYR の公告料が必要で、登録料は求めて

おらず、別途更新料が定められている。上記４．３で述べたとおり、実体審査

国と判断されるかが明確ではないが、方式審査国であればレベル 1、実体審査国

と判断されれば上記に従いレベル 2 又は 3 を選択すること及び個別指定手数料

について検討する必要があるだろう。 

 

４．１６ 国際出願における自己指定 

 官庁が審査官庁である締約国が出願人の居所を置く締約国である場合に、そ

の締約国は、宣言により、その締約国を指定することが効果を持たないことを

事務局長に通報することができる（第 14 条(3)(a)）。 

 第 14 条(3)に基づく宣言がなされない場合、出願人は、出願人の選択により、

意匠を直接に国内出願するか又は国際事務局経由の国際出願として出願するか

を選択することができ、結果として同じ意匠について、等価な二つの出願が、

異なる言語及び様式で存在することが可能となる。 
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 マレーシアは第 14 条(3)に基づく宣言をして通報を行うか否か、検討する必

要があるだろう。 

 

４．１７ 仲介官庁 

 国際出願は、出願人の選択により、国際事務局に直接又は出願人の締約国の

官庁を通じて出願することができる（第 4 条(1)(a)）。しかし、いずれの締約国

も、宣言により、当該締約国の官庁を通じて国際出願をすることができない旨

を、事務局長に通報することができる（第 4 条(1)(b)）。 

 官庁が、第 4 条(1)(b)に基づく宣言せず、出願人がその官庁を通じて間接的に

出願することを可能とする場合、官庁は国際事務局に通報し、その出願に係る

手数料を徴収して国際事務局へ転送することができる（共通規則 27(2)(b)）。 

 

 これらについては、出願人の利便性等を考慮しながら、第 4 条(4)に規定され

たいずれの選択をするか、検討する必要があるだろう。 
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